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は
じ
め
に

　

３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
の
統
合
が
2
0
1
2
年
6
月

に
実
現
の
見
込
み
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、

３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
統
合
の
背
景
と
意
義
、
そ
し
て

こ
れ
ま
で
の
３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
統
合
の
論
議
経
過
、

今
後
の
課
題
な
ど
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

　

Ｇ
Ｕ
Ｆ
（
国
際
産
業
別
組
織
：
グ
ロ
ー

バ
ル
・
ユ
ニ
オ
ン
・
フ
ェ
デ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

と
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ

－

Ｊ
Ｃ
が
加
盟
す
る
Ｉ
Ｍ

Ｆ
な
ど
、
各
国
の
産
業
別
の
労
働
組
合
が

国
際
的
に
結
集
し
た
連
合
体
で
あ
る
。
現

在
表
1
の
よ
う
に
世
界
で
11
の
組
織
が
あ

る
。

　

こ
の
う
ち
、
今
回
統
合
の
議
論
を
進
め

て
い
る
の
は
、Ｉ
Ｍ
Ｆ（
国
際
金
属
労
連
）

と
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ（
国
際
化
学
エ
ネ
ル
ギ
ー
鉱
山

労
連
）
お
よ
び
Ｉ
Ｔ
Ｇ
Ｌ
Ｗ
Ｆ（
国
際
繊
維

被
服
皮
革
労
連
）の
３
組
織
で
あ
る
。

３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
の
統
合
に
よ
る

新
国
際
産
業
別
組
織
の
設
立
に
つ
い
て

I
M
F-

J
C
国
際
局
部
長　

岩
井 

伸
哉

国
際
活
動
紹
介

1

IMF-JC

表 1　各国際産業別組織（GUFs）の概要

国際建設林業
労働組合連盟

教育インターナショナル

国際化学エネルギー鉱山
一般労連

国際ジャーナリスト連盟

国際金属労連

国際運輸労連

ＧＵＦ 組織規模 日本の加盟組織

ＢＷＩ
125カ国
279組織
1050万人

建設連合、ＵＩゼンセン同盟、
森林労連、日建協

ＥＩ
172カ国
401組織
3000万人

日教組

ＩＣＥＭ
132カ国
467 組織
2000 万人

ＵＩゼンセン同盟、電力総連、
ＪＥＣ連合、化学総連、ゴム連合、
紙パ労連、全国ガス、化労研

ＩＦＪ
102カ国
136組織
60万人

新聞労連、民放労連、日放労

ＩＭＦ
100カ国
200組織
2500万人

自動車総連、電機連合、ＪＡＭ、
基幹労連、全電線

ＩＴＦ
148カ国
654組織
450万人

運輸労連、私鉄総連、JR連合、
JR総連、交通労連、全自交労連、
都市交、海員組合、航空連合、
サービス連合、国労、全港湾、
JP労組、労供労連、全日建運輸、
全国一般、鉄構労、鉄道関連労、
全国港湾（オブ）、
JAL－ CCU（オブ）

ＩＴＧＬＷＦ 国際繊維被服皮革
労働組合同盟

110カ国
217組織
1000万人

ＵＩゼンセン同盟

ＩＵＦ 国際食品関連産業
労働組合連合会

120カ国
336組織
1200万人

フード連合、ＵＩゼンセン同盟、
全国農団労、サービス連合

ＰＳＩ 国際公務労連
163カ国
156組織
2000万人

自治労、国公連合、全水道、
都市交、ヘルスケア労協、全消協

ＵＮＩ ユニオン・ネットワーク・
インターナショナル

150カ国
900組織
2000万人

ＮＴＴ労組、ＫＤＤＩ労組、
情報労連、全印刷、生保労連、
ＵＩゼンセン同盟、全労済労連、
労金総連、自動車総連、損保労連、
サービス連合、日放労、ＪＰ労組

ＩＡＥＡ 国際芸術・
エンターテイメント同盟

75カ国
100組織 なし
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組
織
統
合
の
背
景

　

近
年
、
欧
米
先
進
国
に
お
い
て
、
生
産

拠
点
の
途
上
国
へ
の
流
出
に
よ
り
労
働
組

合
の
組
織
人
員
が
減
少
傾
向
に
あ
っ
た
。

組
合
費
収
入
減
に
よ
る
財
政
難
や
組
織
力
・

影
響
力
の
低
下
が
現
実
の
も
の
と
な
り
、

そ
の
解
決
策
と
し
て
先
進
国
の
労
働
組
合

の
産
業
の
枠
を
超
え
た
組
織
統
合
が
進
行

し
て
き
た
。

　

た
と
え
ば
、
ド
イ
ツ
で
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
最
大

の
加
盟
組
織
で
あ
る
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
が
繊
維

産
業
の
労
働
組
合
を
1
9
9
8
年
に
統

合
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
は
Ｉ

Ｍ
Ｆ
と
Ｉ
Ｔ
Ｇ
Ｌ
Ｗ
Ｆ
と
い
う
２
つ
の

G
U
F
に
加
盟
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
金
属
、
化
学
、
繊
維
の

労
働
組
合
が
統
合
し
、
2
0
0
5
年
に
Ｉ

Ｆ
メ
タ
ル
を
結
成
し
た
。
こ
の
Ｉ
Ｆ
メ
タ

ル
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
、
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ
お
よ
び
Ｉ
Ｔ
Ｇ

Ｌ
Ｗ
Ｆ
と
、
３
つ
の
Ｇ
Ｕ
Ｆ
に
加
盟
し
て

い
る
。
ア
メ
リ
カ
で
は
Ｕ
Ｓ
Ｗ
（
全
米
鉄

鋼
労
働
組
合
）が
ゴ
ム
、製
紙
、

化
学
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
の

労
働
組
合
と
合
併
し
た
。
Ｕ

Ｓ
Ｗ
は
現
在
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
Ｉ

Ｃ
Ｅ
Ｍ
に
加
盟
し
て
い
る
。

　

各
国
の
国
内
労
働
組
合
の

産
業
を
超
え
た
合
併
や
統
合

が
加
速
す
る
に
つ
れ
、
国
際

レ
ベ
ル
で
も
新
た
な
課
題
が

持
ち
上
が
っ
て
き
た
。
そ
れ

は
、「
各
産
業
の
途
上
国
シ

フ
ト
に
よ
る
各
Ｇ
Ｕ
Ｆ
本
体

の
財
政
悪
化
と
組
織
力
の
低

下
」「
加
速
す
る
企
業
の
グ

ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
す
る
た

め
の
Ｇ
Ｕ
Ｆ
本
体
の
組
織

力
・
影
響
力
強
化
の
必
要
性

増
大
」
そ
し
て
「
複
数
の
Ｇ

Ｕ
Ｆ（
国
際
産
別
組
織
）
に
加

盟
し
て
い
る
先
進
国
の
労
働

組
合
の
非
効
率
性
」
な
ど
で
あ
り
、
こ
う
し

た
こ
と
が
Ｇ
Ｕ
Ｆ
レ
ベ
ル
で
の
統
合
の
必

要
性
の
増
大
に
つ
な
が
っ
た
。

　

歴
史
を
振
り
返
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
Ｇ

Ｕ
Ｆ
（
国
際
産
業
別
組
織
）は
1
0
0
年
以

上
前
か
ら
存
在
し
、
ピ
ー
ク
時
は
1
0
0

以
上
の
組
織
が
あ
っ
た
。
前
述
の
通
り
現
在

は
11
組
織
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
Ｇ
Ｕ

Ｆ
間
の
統
合
が
た
え
ず
進
め
ら
れ
て
き

た
こ
と
に
よ
る
。
最
近
で
は
2
0
0
0
年

に
Ｃ
Ｉ
（
国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
労

連
）、
Ｆ
Ｉ
Ｅ
Ｔ（
国
際
商
業
事
務
専
門
職

技
術
労
連
）、
Ｉ
Ｇ
Ｆ（
国
際
製
版
印
刷
労

連
）、お
よ
び
Ｍ
Ｅ
Ｉ
（
国
際
芸
術･

マ
ス
コ

ミ･

芸
能･

映
画
放
送
労
連
）が
統
合
し
、Ｕ

Ｎ
Ｉ
（
ユ
ニ
オ
ン
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
イ
ン

タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
）
を
結
成
し
て
い
る
。
こ

う
し
た
G
U
F
間
の
合
併
が
今
後
と
も
進

む
と
、最
終
的
に
は
「
教
員・公
務
員
」「
交

通
・
運
輸
・
サ
ー
ビ
ス
」「
製
造
業
」
と
い

う
３
つ
の
Ｇ
Ｕ
Ｆ
に
収
れ
ん
さ
れ
て
い
く

の
で
は
な
い
か
、
と
の
見
方
も
あ
る
。

　

な
お
、
各
国
の
労
働
組
合
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

セ
ン
タ
ー
が
加
盟
す
る
Ｉ
Ｔ
Ｕ
Ｃ
（
国
際
労

働
組
合
総
連
合
）
も
2
0
0
6
年
に
Ｉ
Ｃ

Ｆ
Ｔ
Ｕ
（
国
際
自
由
労
連
）
と
Ｗ
Ｃ
Ｌ
（
国

際
労
働
組
合
連
合
）
が
統
合
し
て
結
成
さ
れ

た
国
際
組
織
で
あ
る
。

こ
れ
ま
で
の
議
論
経
過

　

こ
れ
ま
で
説
明
し
て
き
た
背
景
か
ら
、各

Ｇ
Ｕ
Ｆ
で
は
か
ね
て
か
ら
統
合
の
論
議
を

行
っ
て
き
た
。
2
0
0
4
年
、
Ｉ
Ｔ
Ｇ
Ｌ

Ｗ
Ｆ
が「
製
造
Ｇ
Ｕ
Ｆ
構
想
」
を
提
唱
し

た
の
が
３
G
U
F
統
合
論
議
の
先
駆
け
と

な
っ
た
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
で
は
2
0
0
5
年
大
会

で
北
欧
諸
国
の
加
盟
組
織
が
、「
製
造
業
Ｇ

Ｕ
Ｆ
の
力
の
結
集
」
と
い
う
決
議
案
を
提

出
し
た
が
本
格
的
議
論
に
な
ら
な
か
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
は
他
の
Ｇ
Ｕ
Ｆ

と
の
統
合
に
そ
れ
ほ
ど
積
極
的
で
は
な

か
っ
た
が
、
2
0
0
9
年
３
月
、
３
Ｇ
Ｕ

Ｆ
の
会
長
・
書
記
長
が
「
製
造
Ｇ
Ｕ
Ｆ
結

成
に
向
け
意
思
表
明
」
と
い
う
文
書
に
署

名
し
た
こ
と
が
転
機
と
な
っ
た
。
こ
の
文

書
は
「
統
合
も
含
め
た
今
後
の
製
造
業
Ｇ

Ｕ
Ｆ
の
間
の
協
力
関
係
の
あ
り
か
た
に
つ

い
て
検
討
を
開
始
す
る
」
と
い
う
も
の
で

あ
っ
た
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
で
こ
の
文
書
に
署
名
し

た
の
は
、
前
会
長
と
前
書
記
長（
当
時
の
会

長
・
書
記
長
）で
あ
っ
た
。
同
年
５
月
の
Ｉ

Ｍ
Ｆ
執
行
委
員
会
で
は
、「
執
行
委
員
会
の

確
認
も
な
し
に
、
そ
の
よ
う
な
文
書
に
署

名
す
る
の
は
問
題
だ
」
と
の
異
議
が
多
く

の
執
行
委
員
よ
り
提
起
さ
れ
た
が
、
前
会

長
は「
統
合
を
前
提
と
し
た
も
の
で
は
な
く
、

協
力
関
係
の
あ
り
方
に
つ
い
て
議
論
を
す

る
も
の
で
、統
合
し
な
い
と
い
う
結
論
だ
っ

て
あ
り
う
る
」
と
し
、
最
終
的
に
は
議
論

を
進
め
て
い
く
こ
と
で
合
意
し
た
。

　

2
0
0
9
年
の
世
界
大
会
（
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
・
イ
ェ
テ
ボ
リ
）
以
降
、
３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
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の
本
部
で
進
め
方
な
ど
が
検
討
さ
れ
、

2
0
1
0
年
９
月
に
３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
の
執
行
委

員
の
一
部
を
メ
ン
バ
ー
と
す
る
「
合
同
タ

ス
ク
フ
ォ
ー
ス
」
が
設
置
さ
れ
た
。
組
織

の
あ
り
方
や
規
約
に
つ
い
て
議
論
す
べ
く
、

こ
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
に
よ
る
会
議
が

2
0
1
0
年
９
月
と
12
月
、
2
0
1
1
年

２
月
と
５
月
に
開
催
さ
れ
た
。
ま
た
規
約

草
案
を
作
成
す
る
規
約
作
業
部
会
と
、
各

Ｇ
Ｕ
Ｆ
の
財
政
状
況
の
精
査
と
新
組
織
の

財
政
的
問
題
を
議
論
す
る
財
政
作
業
部
会

も
設
置
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
2
0
1
1
年

５
月
に
は
３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
合
同
の
執
行
委
員
会

も
開
催
さ
れ
た
。
合
同
執
行
委
員
会
で
は

こ
れ
ま
で
の
議
論
の
結
果
を
う
け
て
、
新

組
織
の
結
成
に
向
け
た
検
討
を
行
い
、
新

組
織
の
機
構
な
ど
に
つ
い
て
い
く
つ
か
の

項
目
を
合
意
確
認
し
た
（
表
２
参
照
）。

　

こ
の
間
、
か
な
り
「
激
し
い
」
議
論
も

あ
っ
た
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
し
て
は
「
他
の
Ｇ
Ｕ

Ｆ
と
統
合
し
て
も
し
な
く
て
も
組
織
の
存

続
が
可
能
で
あ
る
こ
と
」「
統
合
に
関
し
て

Ｉ
Ｍ
Ｆ
内
部
で
十
分
な
議
論
が
つ
く
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
」
と
あ
わ
せ
て
、
各
Ｇ
Ｕ
Ｆ

の
相
違
点
、特
に
「
組
織
機
構
の
違
い
」
や
、

「
加
盟
費
水
準
の
違
い
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
：
１
・1
0

ス
イ
ス
フ
ラ
ン
に
対
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ
：

２
・９
１
ス
イ
ス
フ
ラ
ン
）」
が
あ
り
、
Ｉ
Ｍ

Ｆ
加
盟
組
織
に
と
っ
て
は
「
統
合
に
よ
っ

て
金
属
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
が
薄
ま
る

表 2　これまでに確認された項目

の
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
加
盟
費
負
担
が
上

昇
し
て
し
ま
う
リ
ス
ク
も
あ
る
の
で
は
？
」

と
の
懸
念
が
い
ま
だ
に
存
在
し
て
い
る
。

　

合
意
し
た
項
目
に
つ
い
て
も
明
確
に

な
っ
て
い
な
い
多
く
の
課
題
が
あ
り
、
後

ほ
ど
説
明
す
る
規
約
作
業
部
会
や
ア
ク

シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
作
業
部
会
で
の
議
論
に

ゆ
だ
ね
ら
れ
て
い
る
。

ま
だ
明
確
に
な
っ
て
い
な
い

課
題

　

加
盟
費
に
つ
い
て
は
、
も
と
も
と
３
つ

表 3　新組織の執行委員の地域割り当て

第3回 3ＧＵＦタスクフォース会議（2011年 2月9日、東京）

項目 内容

執行委員会
新しい国際労働組合の大会と大会の間の主要意思決定
機関は執行委員会で、そのメンバー数は2012年の結成
大会後は60人、2016年の大会後は40人となる。メ
ンバーの少なくとも30％は女性から選ぶ。

会長の任務 会長は書記長と共同で、組織の監督と活動全般に
責任を負う。

投票権 投票権は加盟費納入人員1人1票を原則とする。

資産の処理
３GUFの資産すべてを新組織に移管する。資産の利用
や処分に関して根本的な変更を加える場合は75％の
賛成を必要とする、という条項を規約に明記する。

産業別部会 新組織には13の産業部会と、ジェンダー・女性および事
務技術職労働者に関する横断的部会を設置する。

地域機構

各地域は、大会と執行委員会が決定したグローバル・
ユニオンの一般的方針と優先課題を実施するととも
に、地域に固有の問題をめぐって議論し、それに基づ
いて行動する。執行委員会は地域事務所を設立し、グ
ローバル・ユニオンの指導下で、地域活動を促進する
とともに各地域を支援することができる。なお、アジ
ア太平洋地域においては、地域事務所は南アジア地域
と東南アジア地域に設立することで合意されている。

執行委員会

割当

執行委員のアジア太平洋地域への割り当ては、2012
年から2016年について60名の場合12名（うち女
性３名）、2016年以降40名の場合８名（うち女性２
名）となっている。これは各地域の加盟費納入人員の
比率を基準に割り振った数字で、女性比率は全体で約
30％になるよう割り当てられている。（表3参照）

財政委員会 約10人の委員で構成される財政委員会を設置し、
現在の IMF財政委員会と同様の任務を委ねる。

主な役員 主要な役員は、会長と副会長3人、書記長、
書記次長3人である。

加盟費

加盟費制度は、最も高いグループの IMF加盟費1.10
スイス・フランを基礎とし、スイスの公式インフレ率
に従って毎年調整する。加盟組織はGDPに基づいて
6グループに分けられ、実際の組合員数に従って加盟
費を支払う。ICEMと ITGLWFの加盟組織は、移行期
間中に現行の加盟費水準を維持することを約束する。
統合制度は2016年の第2回大会から適用される。

アジア太平洋 8（2） 12（3）

地　域 2016年〜 移行期間（2012〜16年）

ラテンアメリカ 4（1） 6（2）

北米 6（2） 9（3）

北アフリカ・中東 1（0） 2（1）

サハラ以南アフリカ 4（1） 6（2）

欧州（西欧） 12（4） 18（5）

欧州（中東欧） 5（2） 7（2）

合　計 40（うち女性 12） 60（うち女性 18）

【注】（　）内は女性数
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国際活動紹介

の
Ｇ
Ｕ
Ｆ
そ
れ
ぞ
れ
加
盟
費
水
準
が
異
な

る
（
コ
ラ
ム
参
照
）こ
と
か
ら
、
調
整
は
難

行
し
た
。
前
回
の
執
行
委
員
会
で
新
組
織

の
加
盟
費
水
準
を
「
1
・
10
ス
イ
ス
フ
ラ

ン
＋
毎
年
ス
イ
ス
の
物
価
上
昇
率
で
調
整
」

で
原
則
合
意
し
た
が
、
今
後
移
行
期
間
の

議
論
に
よ
っ
て
は
引
き
上
げ
圧
力
も
出
て

来
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

地
域
機
構
に
つ
い
て
も
各
Ｇ
Ｕ
Ｆ
の
考

え
方
に
相
違
点
が
あ
る
。
Ｉ
Ｔ
Ｇ
Ｌ
Ｗ
Ｆ

は
強
力
に
組
織
さ
れ
た
ア
ジ
ア
太
平
洋
地

域
機
構
（
Ｔ
Ｗ
Ａ
Ｒ
Ｏ
）
を
持
っ
て
お
り
、

こ
の
地
域
機
構
を
通
じ
て
活
動
を
行
っ
て

い
る
。
一
方
、
I
M
F
は
「
本
部
の
方
針

を
踏
ま
え
て
地
域
レ
ベ
ル
の
活
動
を
進
め

る
た
め
の
出
先
」
と
し
て
の
機
能
に
制
限

し
、
２
つ
の
地
域
事
務
所
を
ア
ジ
ア
太
平

洋
地
域
に
設
置
し
て
い
る
。
新
Ｇ
Ｕ
Ｆ
で

は
、
地
域
の
活
動
は
本
部
の
方
針
に
沿
っ

て
そ
の
指
示
の
も
と
に
活
動
を
進
め
る
こ

と
と
し
、
地
域
事
務
所
に
つ
い
て
は
南
ア

ジ
ア
地
域
と
東
南
ア
ジ
ア
地
域
に
設
置
す

る
こ
と
で
確
認
さ
れ
て
い
る
が
、
地
域
会

議
を
含
め
た
活
動
の
あ
り
方
は
今
後
の
議

論
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
い
る
。

　
「
組
織
の
財
政
」
に
つ
い
て
も
、
統
合
に

あ
た
っ
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
難
し
い
調
整
が

必
要
で
あ
る
。
新
組
織
の
規
約
上
の
項
目

で
あ
る
、「
新
組
織
の
目
的
、
使
命
、
目
標
」

「
投
票
権
」「
監
査
委
員
の
役
割
」「
準
加
盟

組
織
」「
加
盟
費
納
入
免
除
、
除
名
、
加
盟
」

「
大
会
参
加
」「
大
会
の
役
割
」「
執
行
委
員

会
の
役
割
」
な
ど
が
今
後
の
議
論
に
ゆ
だ

ね
ら
れ
た
形
に
な
っ
て
い
る
。

　

Ｉ
Ｍ
Ｆ

－

Ｊ
Ｃ
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
ア
ジ
ア
太

平
洋
地
域
の
活
動
を
補
完
す
る
た
め
に
、

「
ア
ジ
ア
金
属
労
組
連
絡
会
議
」
を
主
催
し

て
い
る
こ
と
を
始
め
、「
日
系
企
業
に
お
け

る
健
全
な
労
使
関
係
の
構
築
の
た
め
の
取

り
組
み
」「
二
国
間
の
労
働
組
合
同
士
の
交

流
会
議
（
国
際
労
働
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
）」

「
日
系
企
業
に
お
け
る
労
使
紛
争
の
解
決
の

た
め
の
取
り
組
み
」
な
ど
ア
ジ
ア
太
平
洋

地
域
に
お
い
て
幅
広
い
活
動
を
行
っ
て
い

る
。
一
方
で
、
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
は
Ｔ
Ｗ
Ａ

Ｒ
Ｏ
の
枠
組
み
の
中
で
ア
ジ
ア
各
国
の
繊

維
労
働
組
合
へ
の
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
独
自
の
活
動
を
今
後
ど
う
す
る

か
も
含
め
、
ま
だ
ま
だ
多
く
の
議
論
が
必

要
で
あ
る
。

今
後
の
動
向

　

2
0
1
1
年
６
月
に
Ｉ
Ｍ
Ｆ

－

Ｊ
Ｃ
が

主
催
し
た
第
４
回
ア
ジ
ア
金
属
労
組
連
絡

会
議（
韓
国
・
ソ
ウ
ル
）で
、「
こ
れ
ま
で
の

議
論
と
現
在
の
課
題
」
に
つ
い
て
参
加
組

織
に
対
し
詳
細
に
わ
た
る
説
明
を
行
っ
た
。

ア
ジ
ア
太
平
洋
の
加
盟
組
織
の
多
く
は
こ

の
問
題
に
つ
い
て
十
分
に
理
解
で
き
て
な

か
っ
た
か
ら
だ
。
ま
た
こ
こ
で
出
さ
れ
た

意
見
を
Ｉ
Ｍ
Ｆ
本
部
に
伝
え
る
と
い
う
役

割
も
果
た
し
た
。

　

そ
の
上
で
、
先
の
３
Ｇ
Ｕ
Ｆ
合
同
執
行

委
員
会
で
は
、規
約
作
業
部
会
と
ア
ク
シ
ョ

ン
・
プ
ラ
ン
作
業
部
会
の
設
置
が
確
認
さ

れ
た
。
規
約
作
業
部
会
で
は
、
す
で
に
確

認
さ
れ
て
い
る
規
約
の
項
目
の
成
文
と
、

確
認
さ
れ
て
い
な
い
規
約
の
項
目
の
内
容

の
検
討
を
行
う
こ
と
に
な
り
、
ア
ク
シ
ョ

ン
・
プ
ラ
ン
作
業
部
会
で
は
新
組
織
の
活

動
計
画
の
草
案
を
作
成
す
る
こ
と
と
な
る
。

こ
れ
ら
の
作
業
部
会
に
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ

－

Ｊ
Ｃ

も
委
員
と
し
て
参
画
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
る
。

　

組
織
と
し
て
Ｉ
Ｍ
Ｆ
が
解
散
を
決
定
し
、

新
し
い
Ｇ
Ｕ
Ｆ
を
結
成
す
る
方
向
性
を
確

認
す
る
機
会
は
、
2
0
1
1
年
12
月
に
開

催
さ
れ
る
Ｉ
Ｍ
Ｆ
中
央
委
員
会
（
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
・
ジ
ャ
カ
ル
タ
）で
あ
る
。
Ｉ
Ｃ
Ｅ
Ｍ

も
Ｉ
Ｔ
Ｇ
Ｌ
Ｗ
Ｆ
も
本
年
末
ま
で
に
組
織

決
定
を
行
う
予
定
に
な
っ
て
い
る
。
非
常

に
重
大
な
判
断
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
の
時
点
ま
で
に
、
新
組
織
の
規
約
と
ア

ク
シ
ョ
ン
・
プ
ラ
ン
を
明
確
に
し
て
お
く

必
要
が
あ
る
。
な
お
、
新
組
織
の
結
成
大

会
は
北
欧
の
労
働
組
合
の
受
け
入
れ
に
よ

り
、
デ
ン
マ
ー
ク
・
コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン
に

て
2
0
1
2
年
６
月
18
日

－

20
日
の
日
程

で
開
催
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

ＩＭＦアジア太平洋地域会議（2011年 5月12日、シドニー）

加盟費水準はＩＭＦが最高額で年間一人当たり
1.10スイスフラン、ＩＣＥＭが2.91スイスフラ
ンと大きな隔たりがある。年間収入についても、
ＩＭＦが870万スイスフラン、ＩＣＥＭが660
万スイスフラン、ＩＴＧＬＷＦが110万スイス
フランとなっており、資産ではＩＭＦが5000万
スイスフランと３ＧＵＦ合計資産の90％以上を
占める。

COLMUN 〜３ＧＵＦの財政状況〜


